
広報にっこう ８

～～
平
成

年
度
決
算
に
基
づ
く
財
務
諸
表

～
平
成

年
度
決
算
に
基
づ
く
財
務
諸
表
～～

２２２２
平
成

年
度
の
決
算
に
基
づ
き

平
成

年
度
の
決
算
に
基
づ
き
、、
貸貸
借
対
照
表

借
対
照
表（（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
））

２２２２

と
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
を
作
成
し
ま
し
た
。
こ
れ
は

と
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
を
作
成
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、、
市
の
財
産
や

市
の
財
産
や
負負

債債
（（
将
来
の
負
担

将
来
の
負
担
））
が
ど
の
く
ら
い
あ
る
の
か
、
市
の
行
政
運
営
に
毎

が
ど
の
く
ら
い
あ
る
の
か
、
市
の
行
政
運
営
に
毎
年年

ど
の
く
ら
い
の
費
用
が
か
か
っ
て
い
る
の
か
な
ど
、
市
の
財
政
状
況

ど
の
く
ら
い
の
費
用
が
か
か
っ
て
い
る
の
か
な
ど
、
市
の
財
政
状
況
をを

表
す
も
の
で
す

表
す
も
の
で
す
。。

ま
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
は
、
市
が
直
接
行
う
も
の
の
他
、
さ
ま
ざ
ま

ま
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
は
、
市
が
直
接
行
う
も
の
の
他
、
さ
ま
ざ
ま
なな

関
係
団
体
と
連
携
し
て
行
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
普
通
会
計
に
、
決

関
係
団
体
と
連
携
し
て
行
っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
普
通
会
計
に
、
決
算算

や
会
計
処
理
を
別
々
に
行
っ
て
い
る
特
別
会

や
会
計
処
理
を
別
々
に
行
っ
て
い
る
特
別
会
計計（
水
道
事
業
会
計
な
ど
）

（
水
道
事
業
会
計
な
ど
）

や
関
係
団

や
関
係
団
体体
（
土
地
開
発
公
社
や
第
３
セ
ク
タ
ー
な
ど

（
土
地
開
発
公
社
や
第
３
セ
ク
タ
ー
な
ど
））を
加
え
た

を
加
え
た
「「
連連

結
会
計
」
の
数
字
も
合
わ
せ
て
公
表

結
会
計
」
の
数
字
も
合
わ
せ
て
公
表
しし
ま
す
ま
す
。。

く
わ
し
く

く
わ
し
く
はは

財
政
課

財
政

財
政
課

財
政
係係

緯緯（（

））５
１
６

５
１
６
２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２

２１２１

市
が
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
保

有
し
て
い
る
財
産（
資
産
）と
、
そ
の
財
産

を
ど
の
よ
う
な
財
源（
負
債
・
純
資
産
）を

使
っ
て
整
備
し
て
き
た
か
を
対
照
的
に
表

示
し
た
も
の
で
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
も

呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

資
産
の
部

①
公
共
資
産
（
市
で
整
備
し
た
道
路
や
学

校
、
公
園
な
ど
の
財
産
）

普
通
会
計
は
、
藤
原
中
学
校
や
光
フ
ァ

イ
バ
ー
網
の
整
備
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度

に
比
べ

億
４
千
万
円
増
加
し
、
１
、
７

１８

２
２
億
６
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

連
結
会
計
は
、
下
水
道
施
設
や
水
道
施

設
な
ど
の
資
産
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、
２
、

３
４
２
億
６
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

②
投
資
な
ど（
出
資
金
や
貸
付
金
、
基
金

な
ど
）

普
通
会
計
は
、
医
療
や
福
祉
の
充
実
を

図
る
た
め
の
基
金
を
創
設
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ

億
８
千
万
円

１０

増
加
し
、

億
１
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

９６

連
結
会
計
は
、
特
別
会
計
の
基
金
や
収

入
さ
れ
て
い
な
い
長
期
債
権
の
残
高
が
大

き
い
こ
と
な
ど
か
ら
、

億
５
千
万
円
と

１２４

な
り
ま
し
た
。

③
流
動
資
産
（
現
金
・
預
金
や
財
政
調
整

基
金
な
ど
）

貸
借
対
照
表
と
は

市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市市
ののののののののののの

家家家家家家家家家家家家家家家家家家家家家家
計計計計計計計計計計計計計計計計計計計計計計
簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿簿
ををををををををををを

公公公公公公公公公公公
表表表表表表表表表表
しししししししししし
まままままままままま
すすすすすすすすすす

表
し
ま
す

２０１２年１月号９

貸
借
対
照
表
の
ま
と
め

普
通
会
計
の
資
産
合
計
は
、
前
年
度
に

比
べ

億
１
千
万
円
増
加
し
、
１
、８
９

３６

８
億
４
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
負

債
合
計
も
５
億
７
千
万
円
増
加
し
、

億
５８９

円
と
な
り
、
純
資
産
合
計
は
、

億
４
千

３０

万
円
増
加
し
、
１
、３
０
９
億
４
千
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
資
産
の
増
加
に
比
べ
負

債
の
増
加
が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
市
の
将

来
へ
の
負
担
を
抑
え
な
が
ら
資
産
を
形
成

し
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

連
結
会
計
の
資
産
合
計
は
、
前
年
度
に

比
べ

億
１
千
万
円
増
加
し
、
２
、５
９

３５

６
億
円
と
な
り
ま
し
た
。
一
方
、
負
債
合

計
は
３
億
円
減
少
し
、

億
５
千
万
円
と

９２６

な
り
、
純
資
産
合
計
は
、

億
１
千
万
円

３８

増
加
し
、
１
、６
６
９
億
５
千
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
資
産
が
増
加
し
、
負
債
が
減

少
し
た
こ
と
か
ら
、
市
の
財
政
状
況
が
改

善
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

普
通
会
計
は
、
前
年
度
に
比
べ
６
億
９

千
万
円
増
加
し
、

億
７
千
万
円
と
な
り

７９

ま
し
た
。

連
結
会
計
は
、
水
道
事
業
の
現
金
預
金

な
ど
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、

億
９
千
万

１２８

円
と
な
り
ま
し
た
。

負
債
の
部

普
通
会
計
は
、
近
年
の
景
気
低
迷
に
よ

る
税
収
入
の
落
ち
込
み
を
補
う
た
め
に
臨※
２

時
財
政
対
策
債
を
借
り
入
れ
た
こ
と
な
ど

か
ら
市
債
等
残
高
が
増
加
し
、
前
年
度
に

比
べ
５
億
７
千
万
円
増
加
し
、

億
円
と

５８９

な
り
ま
し
た
。

連
結
会
計
は
、
水
道
事
業
会
計
の
市
債

残
高
の
減
少
な
ど
か
ら
、
前
年
度
に
比
べ

３
億
円
減
少
し
、

億
５
千
万
円
と
な
り

９２６

ま
し
た
。

純
資
産
の
部

普
通
会
計
は
、
公
共
資
産
や
投
資
な
ど

の
増
加
に
伴
い
、
資
産
を
作
る
た
め
に
交

付
さ
れ
た
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
や
地
方

交
付
税
な
ど
の
一
般
財
源
が
増
加
し
た
こ

と
か
ら
、

億
４
千
万
円
増
加
し
、
１
、

３０

３
０
９
億
４
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

連
結
会
計
は
、
前
年
度
に
比
べ

億
１
千

３８

万
円
増
加
し
、
１
、６
６
９
億
５
千
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

な
お
、
資
産
に
対
す
る
純
資
産
の
割
合

は
、
普
通
会
計
が

・
０
％
で
連
結
会
計

６９

の

・
３
％
よ
り
も
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

６４

※（ ）内の額は、平成２３年３月３１日現在の住民基本台帳人口（９１，１１３人）を基に算出した、市民１人当たりの金額です。

※連結会計の数字は、繰出金や補助金など、連結会計内での収入・支出について相殺消去処理しています。

（平成２０年度末現在）貸借対照表（バランスシート）
資産の部（市や関係団体で持っている財産）

連結会計普通会計

平成２１年度
との比較増減

平成２２年度末
平成２１年度
との比較増減

平成２２年度末

１８億
５，０００万円

２，３４２億
６，０００万円

１８億
４，０００万円

１，７２２億
６，０００万円

①公共資産

道路や学校、
公園など、
市で作った
施設などの
財産

１０億
６，０００万円

１２４億
５，０００万円

１０億
８，０００万円

９６億
１，０００万円

②投資など

出資金や目
的のある基
金などの財
産

６億円
１２８億

９，０００万円
６億

９，０００万円
７９億

７，０００万円

③流動資産

現金・預金
や財政調整
基金などの
財産

３５億
１，０００万円

２，５９６億円
（２８５万円）

３６億
１，０００万円

１，８９８億
４，０００万円
（２０８万円）

資産合計

（平成２３年３月３１日現在）

負債の部（借金や引当金など将来の負担）

連結会計普通会計

平成２１年度
との比較増減

平成２２年度末
平成２１年度
との比較増減

平成２２年度末

△２億円
８４９億

９，０００万円
６億円

５３８億
８，０００万円

①固定負債
翌々年度以
降に支払う
べき借金の
残高や退職
手当引当金
（※１）など

△１億円
７６億

６，０００万円
△３，０００万円

５０億
２，０００万円

②流動負債
翌年度に支
払うべき借
金の返済な
ど

△３億円
９２６億

５，０００万円
（１０２万円）

５億
７，０００万円

５８９億円
（６５万円）

負債合計

純資産の部（国や県の補助金やこれまでの負担）

３８億
１，０００万円

１，６６９億
５，０００万円
（１８３万円）

３０億
４，０００万円

１，３０９億
４，０００万円
（１４３万円）

純資産合計

３５億
１，０００万円

２，５９６億円
（２８５万円）

３６億
１，０００万円

１，８９８億
４，０００万円
（２０８万円）

負債・
純資産合計

興
用
語
解
説

※
１
退
職
手
当
引
当
金
…
全
職
員
が

ひ
き
あ
て
き
ん

年
度
末
に
退
職
す
る
と
仮
定
し
た
場

合
の
退
職
金
総
額

※
２
臨
時
財
政
対
策
債
…
市
の
財
源

不
足
を
補
う
た
め
、
特
例
と
し
て
発

行
で
き
る
地
方
債（
借
金
）。
そ
の
返

済
金
は
、
後
年
度
に
地
方
交
付
税
と

し
て
、
全
額
が
市
に
交
付
さ
れ
る
。

平成２２年度決算に基づく財務諸表（貸借対照表）
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こ
れ
は
、
経
常
行
政
コ
ス
ト
が
、
使
用
料

な
ど
の
直
接
的
な
対
価
の
他
、
地
方
税
や

地
方
交
付
税
な
ど
で
賄
わ
れ
て
い
る
こ
と

を
表
し
て
い
ま
す
。

連
結
会
計

連
結
会
計
は
、
社
会
保
障
給
付
を
主
な

目
的
と
す
る
国
民
健
康
保
険
事
業
や
介
護

保
険
事
業
な
ど
の
特
別
会
計
に
お
い
て
、

「
移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト
」
が
大
き
い
こ

と
か
ら
、
経
常
行
政
コ
ス
ト
が
前
年
度
に

比
べ
８
億
３
千
万
円
増
加
し
、

億
７
千

６００

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

な
お
特
別
会
計
や
関
係
団
体
に
お
い
て

は
、
受
益
者
か
ら
の
負
担
や
事
業
に
よ
る

収
益
が
歳
入
の
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い

ま
す
。
そ
の
た
め
経
常
行
政
コ
ス
ト
に
対

す
る
経
常
収
益
の
割
合
が
、
連
結
会
計
で

は

・
０
％
と
な
り
、
普
通
会
計
の

％

３０

３.７

に
比
べ
、
非
常
に
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

４
月
１
日
か
ら
翌
年
３
月

日
の
１
年

３１

間
に
、
福
祉
活
動
や
ご
み
の
収
集
な
ど
資

産
の
形
成
に
結
び
つ
か
な
い
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
に
か
か
っ
た
経
費（
コ
ス
ト
）と
、

そ
の
対
価
と
し
て
得
ら
れ
た
財
源
を
対
比

さ
せ
た
も
の
で
す
。

普
通
会
計（
経
常
行
政
コ
ス
ト
）

普
通
会
計
の
経
常
行
政
コ
ス
ト
は
、
前

年
度
に
比
べ
１
億
１
千
万
円
増
加
し
、
３３７

億
２
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

職
員
数
の
減
少
な
ど
に
よ
り
人
件
費
な

ど
の
「
人
に
か
か
る
コ
ス
ト
」
が
１
億
８

千
万
円
、
定
額
給
付
金
や
ク
リ
ー
ン
セ
ン

タ
ー
周
辺
整
備
の
た
め
の
補
助
金
交
付
が

終
了
し
た
こ
と
に
よ
り
「
移
転
支
出
的
な

コ
ス
ト
」
が
３
億
４
千
万
円
そ
れ
ぞ
れ
減

少
し
ま
し
た
。
し
か
し
国
の
補
正
予
算
に

伴
う
地
域
活
性
化
臨
時
交
付
金
を
活
用
し

た
備
品
購
入
費
な
ど
が
増
加
し
た
こ
と
か

ら
、「
物
に
か
か
る
コ
ス
ト
」
が
６
億
８

千
万
円
増
加
し
た
た
め
、
全
体
的
な
コ
ス

ト
は
増
加
し
ま
し
た
。

普
通
会
計（
純
経
常
行
政
コ
ス
ト
）

普
通
会
計
の
純
経
常
行
政
コ
ス
ト（
経

常
行
政
コ
ス
ト
か
ら
経
常
収
益
を
差
し
引

い
た
も
の
）は
、

億
７
千
万
円
と
な
り
、

３２４

大
き
な
コ
ス
ト
超
過
と
な
っ
て
い
ま
す
。

財
政
分
析
、
純
資
産
変
動
計
算
書
、
資

金
収
支
計
算
書
な
ど
、
さ
ら
に
詳
し
い
内

容
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
お
知
ら
せ
し

て
い
ま
す
。

行政コスト計算書 （平成２３年３月３１日現在）

経常行政コスト（行政サービスを行うためにかかる経費）

連結会計普通会計

平成２１年度
との比較増減

平成２２年度末
平成２１年度
との比較増減

平成２２年度末

△２億７，０００万円
１０３億７，０００万円

（１１万円）
△１億８，０００万円

８９億８，０００万円

（１０万円）

人にかかるコスト

人件費や退職手当引当金の繰入など

６億７，０００万円
１５４億５，０００万円

（１７万円）
６億８，０００万円

１２２億３，０００万円

（１３万円）

物にかかるコスト

備品の購入や業務委託、減価償却費（※３）など

５億２，０００万円
３２０億７，０００万円

（３５万円）
△３億４，０００万円

１１５億円

（１３万円）

移転支出的なコスト

社会保障給付費（子ども手当や生活保護費など）

や各種団体への補助金など

△９，０００万円
２１億８，０００万円

（２万円）
△５，０００万円

１０億１，０００万円

（１万円）

その他にかかるコスト

借金の利子や税金の回収不能見込額など

８億３，０００万円
６００億７，０００万円

（６５万円）
１億１，０００万円

３３７億２，０００万円

（３７万円）
①経常行政コスト合計

経常収益（使用料や事業収益など、サービスの対価として得られた財源）

連結会計普通会計

平成２１年度
との比較増減

平成２２年度末
平成２１年度
との比較増減

平成２２年度末

２億６，０００万円１８０億１，０００万円９，０００万円１２億５，０００万円②経常収益合計

５億７，０００万円４２０億６，０００万円２，０００万円３２４億７，０００万円純経常行政コスト（①－②）

※（ ）内の額は、平成２３年３月３１日現在の住民基本台帳人口（９１，１１３人）を基に算出した、市民１人当たりの行政コストです。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
と
は

興
用
語
解
説

※
３
減
価
償
却
費
…
長
期
間
使
用
す

る
固
定
資
産（
建
物
な
ど
）
の
取
得
金

額
を
、
そ
の
資
産
を
使
用
で
き
る
期

間
に
わ
た
っ
て
分
配
し
た
経
費

平成２２年度決算に基づく財務諸表（行政コスト計算書）

２０１２年１月号１１

○日光コンシェルジュ育成事業

観光客の皆さんに市内全

域を楽しんでもらえるよう、

歴史的文化遺産や温泉など、

市内各地にある多くの魅力

的な資源をガイドし、コー

ス案内のできる方を「日光コンシェルジュ」とし

て認定しています。日光商工会議所で行っ

ている「日光検定」と連携した取り組みで、

日光コンシェルジュとして認定した方に

は、「日光コンシェルジュ認定バッチ」を

授与しています。

○日光体験ガイドブック作成事業

市内にあるさまざまな資

源を体験して楽しんでもら

うため、食や自然、歴史な

どを「観る」「やる」「食べ

る」「学ぶ」「作る」の５つ

のテーマに分け、９８の体験としてプラン化した

ガイドブックを作成しました。

○日光手打ちそば連携事業

そば処「日光」をさらに
どころ

ＰＲし、日光のおいしいそ

ばを楽しんでもらうため、

日光手打ちそばの会と連携

してガイドブックやのぼり

旗を作成しました。

○日光「食」の研究所事業

日光「食」の研究所は、

宿泊施設や物産店、飲食店

などの観光業者の他、農林

水産事業者や生産者、消費

者、市民が一体となり日光

産食材を用いたメニューを開発・販売し、食の魅

力アップを図っています。これまでにト

マト、カボチャなどを使った洋菓子「日

光菜果」、ニラ、山椒などを具材にした
さんしょう

「山の薫りのウインナー」、日光産豚肉を

使った弁当、サラダなどの新メニューを開

発し、市内物産店などで販売しています。

今
回
紹
介
し
た
４
事
業
の
他
、
各
地
域

が
連
携
し
て
情
報
発
信
や
観
光
Ｐ
Ｒ
を

行
っ
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
地
域
の

周
遊
や
連
泊
す
る
観
光
客
が
増
加
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
平
成

年
の
観
光
客
数
も

２２

前
年
に
比
べ

万
２
千
人
、
宿
泊
客
数
に

１２

つ
い
て
も

万
６
千
人
増
加
し
ま
し
た
。

１１

し
か
し
震
災
以
降
、
風
評
な
ど
の
影
響

で
観
光
客
が
減
少
し
、
観
光
業
は
厳
し
い

状
況
に
あ
り
ま
す
。
そ
の
よ
う
な
中
、
市

は
今
後
も
引
き
続
き
、
観
光
事
業
者
、
農

林
水
産
業
者
な
ど
と
連
携
し
、
日
光
の
多

種
多
様
な
観
光
資
源
と
地
域
の
特
色
を
生

か
し
な
が
ら
、
観
光
圏
整
備
事
業
を
継
続

的
に
行
い
、
観
光
客
の
周
遊
や
連
泊
、
長

時
間
滞
在
、
さ
ら
に
リ
ピ
ー
ト
へ
と
つ
な

げ
、
市
の
観
光
振
興
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

近
年
の
社
会
情
勢
や
旅
行
ス
タ
イ

ル
の
変
化
に
伴
い
、
観
光
業
は
農
林

水
産
業
や
商
工
業
、
ス
ポ
ー
ツ
な
ど

と
の
融
合
や
農
山
村
の
風
景
、
特
産

物
な
ど
を
観
光
資
源
と
し
て
開
発
す

る
な
ど
、
可
能
性
を
広
げ
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
平
成

年
に
観
光
庁
が
新

２０

設
さ
れ
、「
住
ん
で
よ
し
、
訪
れ
て

よ
し
」
の
観
光
立
国
の
実
現
に
向
け

て
制
度
化
さ
れ
た
も
の
で
す
。

日光市は、豊かな自然や多くの歴史的文化遺産、良質な温泉など多種多様な

観光資源を有した国際観光都市です。市では市全域を日光観光圏と定め、地域

の一体感を図りながら地域の魅力を生かした、より魅力ある観光地を形成して

いくため、平成２１年度から観光事業者をはじめ、農林水産業、商工業、国際交

流に携わる方々と連携して、日光観光圏整備事業を行っています。

事業を開始して２年が経過したことから、取り組みについてお知らせします。

くわしくは 観光交流課 観光企画係 緯２１‐５１９６

事業
の
紹介

観
光
圏
整
備
事
業
と
は




